（申込様式F）

商標通常使用権許諾契約書

　一般社団法人ファインバブル産業会（以下、甲という）と、

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（以下、乙という）とは、
甲の所有する商標の乙への通常使用権許諾について、以下のとおり契約（以下、「本契約」という）を締結する。

（使用許諾の範囲）
第１条　甲は、甲の所有する商標について、下記の範囲で乙に通常使用権を許諾する。

記

(1)商標登録番号：登録第5721585号
区分：申込書に沿って区分の類を記載

(2)商標登録番号：登録第5936099号
区分：申込書に沿って区分の類を記載

登録第5721585号及び登録第5936099号（以下、２件まとめて「本件商標」という）共通
地域：日本全国
期間：XXXX年XX月XX日からXXXX年12月31日まで
使用態様：申込書に沿って使用態様(媒体)を記載

（使用料）
第２条　乙は甲に対し、第１条に基づく商標通常使用権許諾の対価（以下、「使用料」という）として、金ＸＸ万円（税抜）を支払うものとする。
２　乙は、使用料について別途該当の消費税額及び地方消費税額を当該使用料とともに支払うものとする。
３　乙は、前２項に定める支払いを甲指定銀行口座への振込みにより行うものとし、振込手数料は乙の負担とする。また、前２項に定める支払いは、第１条で定める期間の初日の属する月の翌月末までに一括で行うものとする。

（他者への使用許諾等）
第３条　甲は本件商標の通常使用権を乙以外の者にも許諾することが出来る。
２　甲は、本件商標に係る商標登録の有効性（取消可能性を含む）及び本件商標の使用が第三者の権利を侵害しないことについて何らの保証もしないものとする。
３　本件商標に係る商標登録が、理由の如何を問わず無効若しくは取消となり、又は更新登録を行わなかったことにより消滅したときは、本契約はその時点で終了する。

（商標使用者の義務）
第４条　乙は、甲の「商標使用規程」、並びに甲のウェブサイト（https://fbia.or.jp/）に掲載されている「ファインバブル広告・表示ガイドライン」（以下、「ガイドライン」という。）に従い本件商標を使用するものとする。

(商標使用者の遵守事項)
第５条　乙は、次の各号に掲げる事項を遵守しなければならない。
(1)本件商標の使用に際しては、「『FINE BUBBLE/ファインバブル』『ウルトラファインバブル』はFBIAの登録商標です。」と記載すること。ただし、許諾商標のうち使用しない商標があるときは、当該商標を記載しなくてもよい。
(2)本件商標の使用により、乙の商品又は役務について、甲が販売、製造、主催等しているかの誤解を招くことが無いよう注意すること。
(3)第三者に本件商標を付した商品の製造等を委託する場合には、前条に定める商標の使用その他の事項が遵守されるよう、乙の責任において管理を行うこと。

（改善措置）
第６条　甲は、乙による本件商標の使用が、本契約及びガイドラインに従い適切に行なわれていないと判断した場合はいつでも、乙に対し甲が必要と判断した改善措置を書面にて要求することができるものとする。乙は、当該書面の受領後速やかに当該改善措置をとるものとする。
２　乙は、甲の求めに応じ、前項の判断のために必要な資料その他の情報を提供しなければならない。

（賠償責任等）
第７条　甲は、乙が本件商標を使用したことに起因し乙に生じた賠償責任等について、一切の責任を負わない。
２　乙が本件商標を付した商品の瑕疵により第三者に損害を与えた場合は、これに対し全責任を負い、甲に損害が生ずることのないよう対応するものとする。
３　乙は、本件商標の使用に際して故意又は過失により甲に損害を与えた場合は、これによって生じた損害を甲に賠償しなければならない。
４　甲は、前２項の規程に違反する乙に対し、必要な措置を行うよう命ずることができるとともに、必要な法的措置をとることができる。

（不争）
[bookmark: _Hlk54617048]第８条　乙は、甲又は甲が許諾した者による本件商標の使用及び本件商標に係る商標権の有効性について直接的にも間接的にも争ってはならない。

（商標使用権の譲渡等の禁止）
第９条　乙は、甲の書面による許諾なしに、本契約に基づく使用権の全部又は一部を譲渡し、担保に供し、再許諾し、承継し、その他方法及び形態の如何を問わず第三者に本件商標を使用させてはならない。

（即時解除等）
第１０条　甲は、乙に次の各号のいずれかに該当したときは、何らの催告なしに直ちに本契約の全部または一部を解除することができる。
(1)第６条第１項の改善措置、または同条第２項の情報の提供を行わなかったとき
(2)本契約の条項について重大な違反を犯したとき
(3)乙が自ら又は第三者を利用して、甲の名誉や信用等を毀損し、または毀損するおそれのある行為を行ったとき
(4)本契約との関係の有無にかかわらず、又、本契約を締結する前後にかかわらず、乙ないしその役員・従業員が違法な行為、又は、違法ではないが不正な行為を行ったとき、又は、行った疑いが明らかとなったとき
(5)支払い停止、支払い不能に陥ったとき、または破産手続開始、民事再生手続開始、会社更生手続開始、特別清算開始の申立てを受け、又は為したとき
(6)自ら振り出しもしくは裏書した手形、小切手の不渡りを出したとき
(7)株主構成、役員の変動等により法人の実質的支配関係が変化し従前の法人との同一性が失われたとき
(8)解散又は事業の全部若しくは本契約に関連する部分の譲渡決議をしたとき
(9)その他前各号に準ずるような本契約を継続し難い重大な事由が発生したとき
２　甲または乙は、相手方が本契約のいずれかの条項に違反し、相当期間を定めてなした催告後も、相手方の債務不履行が是正されない場合は、本契約の全部または一部を解除することができる。

（確約）
第１１条　甲及び乙は、それぞれ相手方に対し、次の各号の事項を確約する。
(1)自らが、暴力団、暴力団関係企業、総会屋若しくはこれらに準ずる者又はその構成（以下総称して「反社会的勢力」という）ではないこと。
(2)自らの役員（業務を執行する社員、取締役、執行役又はこれらに準ずる者をいう）が反社会的勢力ではないこと。
(3)反社会的勢力に自己の名義を利用させ、この契約を締結するものでないこと。
２　甲又は乙の一方について、次のいずれかに該当した場合には、その相手方は、何らの催告なしに、本契約を解除することができる。
(1)前項(1)又は(2)の確約に反する申告をしたことが判明した場合
(2)前項(3)の確約に反し契約をしたことが判明した場合

（損害賠償の不請求）
第１２条　第１０条又は第１１条第２項の規程により本契約が解除された場合には、解除された者は、解除により生じる損害について、その相手方に対し一切の請求を行わない。

（疑義の解釈及び合意管轄）
第１３条　本契約に定めのない事項又は本契約の解釈に疑義が生じた事項については、甲乙誠意を持って協議のうえ解決するものとする。
２　前項の協議によってもなお本契約から生じる紛争が円満に解決できない場合は、東京地方裁判所をもって、第１審の専属的合意管轄とする。



この契約締結の証として本書二通を作成し、甲乙記名捺印のうえ各一通を保有する。

　　年　　月　　日

甲	東京都港区浜松町二丁目２番１５号浜松町ゼネラルビル４階
	一般社団法人ファインバブル産業会
	会長　森川 智



乙	（住所）
	（会社名）
	（代表者）
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（申込様式E：商標通常使用権許諾契約書）
